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研究成果の概要（和文）：　大学が自立した学術経営体として環境変化に迅速かつ柔軟に変化に対応するためには、大
学のガバナンスとマネジメントの改革が喫緊の課題となっている。本研究は、マネジメントの側面に注目し、国際比較
を行い、主として学術面のマネジメントに従事する「学術管理職」と財務や総務といった間接部門のマネジメントに従
事する「経営管理職」の相互作用の分析を行った。その結果、
　日本の大学に比して、海外大学では二つの経営層の一層の職位分化と専門職化が進行していること。にもかかわらず
、二つの経営層が機能し、影響力を及ぼしているドメインには共通性が見られること。しかし、職能形成には大きな相
違が見られることが明らかになった。

研究成果の概要（英文）： In the rapid changing environments, universities are facing the challenges to 
reform both of governance and management. This study focused on the aspect of management and tried to 
analyze the interaction between "academic managers" such as president, vice president and deans and 
"administrative managers" such as the secretary general, registrar,and the financial director through the 
international comparison.
 As a result, we found as follows. First at the foreign universities, managerial positions are more 
differentiated functionally than Japanese universities. Second, however, the functional areas in which 
both managers may affect their authority and power are compatible between Japanese universities and 
foreign universities. Finally, the most striking difference is the way to acquire their capabilities to 
perform. While managers at foreign universities acquired through education and training, Japanese 
counterparts mostly did through experiences.

研究分野：教育社会学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 グローバル競争の波が大学にも押し寄せ

ている。教育研究の質の向上を図るため、

優秀な学生・教員獲得、安定的な資金確保

や魅力的なキャンパス整備が経営上重要に

なっている。競争的な環境下で、大学が組

織として外部環境の変化に適応し、目指

すべき方向を定め、資金を獲得し、効率

的な運営を行い、発展することが不可欠

になっている。 

 大学組織は自律性の高い教員と職員が

主たる構成員であり、そのために分権型

でフラットな統治スタイルに特徴がある。

しかし、大学の教育研究機能や国際的競

争力を高めるには、個々の教員の学術的

な自律性を保ちつつ大学全体の使命や目

的を遂行していく学術及び経営両面での

総合的管理が必要である。各国の大学は、

この新しい組織における人事管理の重要性

を認識しているが模索段階にある（OECD 

2004）。これまでの国際比較研究は各国の

制度に焦点をあてたある時点での静的な研

究であり、今求められているのは「相互に

異なる特性を有する職業群をどのように大

学の使命・目標達成に向け管理するのか、

誰がその機能を担うのか」を明らかにする

ことである。 

 そこで本研究ではこの人材面に焦点をあ

てる。大学の経営を担う人材は学長、副学

長、学部長、学科長などの「学術管理職」

と、役員（理事など）、事務局長、部課長な

どの「経営管理職」に区分される。これま

でも大学教授職の研究の中で、自律性を奪

われることに対する教職員の強い警戒感や

学術管理職の力量不足について明らかにさ

れてきたし（有本・江原 1996）、大学職員

論の研究の中で、経営管理職の専門性を向

上させるための議論（山本 2006）などが行

われてきた。しかし、Winter (2009)が

“academic managers”(本研究での学術管

理職に相当)としての学部長が学術的自律

性保持と経営的価値の向上のバランスを保

つ重要性を説くように、学術管理と経営管

理は双方の専門職で重複する。したがって、

異なる特性と価値を有する 2つの経営専門

家集団が存在することを大学の特徴として

とらえ、この相互関係システムがどのよう

に機能しているか、変化しているかについ

て明らかにする。なお、各国の大学は同じ

ように国際競争の激化、高等教育需要の変

化政策の変化などを受けているが、それぞ

れに固有の社会制度背景に置かれており、

こうした違いが人材のあり方にどのように

影響を与えているのかを国際比較から明ら

かにする。 
２．研究の目的 
グローバル競争の中で、大学は組織とし

て外部環境の変化に適応し、目指すべき方

向を定め、教育研究を高度化し、社会に貢

献することがかつてないほど求められてい

る。教員と職員の二つの職業群から構成さ

れ、教員の自律性が強く、分散型統治の伝

統をもつ大学組織が経営機能を強化する際

に、どのような機能が新しく求められ、誰

がそれを担うべきか、教職員をどのように

管理すべきかが各国の大学で模索されてい

る。 

本研究では大学の経営を担う二つの専門集

団である、学術管理職と経営管理職の双方
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とその相互の関係に着目し、彼らの担う役

割や処遇などを異なる制度下にある 8カ国

の国際比較を通じて実証的に明らかにし、

日本の大学にとっての望ましい経営人材の

あり方を検討する。 
３．研究の方法 
本研究は、大学の管理運営の国際的変化を

学術管理者と経営管理者の相互作用の観点

から考察し、従来のトップマネジメントや管

理職員の職階・職種に焦点を置いたものでは

なく統合的視点から研究する。このため、双

方の管理職の高度化・専門化がどのように発

展し、いかなる相互関係にあり、どのような

関係システムで大学が管理運営され、教育研

究にいかなる影響を与えているかを、調査研

究文献分析による理論モデルの開発、仮説の

設定、当該二つの管理職及び教職員に対する

インタビューと質問紙調査等による実証分

析を通じて行う。特に、学術管理者と経営管

理者の役割及び相互作用が大学特性や戦略

とどのように関係しているか、また、意図し

た効果を挙げているかを検証するため、これ

ら関係に外在的に影響すると考えられる大

学及び教職員の制度・環境・政策が異なる 8

カ国について共通の枠組みに基づく調査方

法で実施する。 
４．研究成果 

 各国の大学は国際的に共通した外部環境

の変化の影響下にあるが、異なる社会経済

背景にあるために 2つの専門職の相互関係

のあり方も異なることが予想される。本研

究では管理職の身分（公務員系か否か）と

人材調達ルートの違いから、日・米・英・

独・仏・中・韓の７カ国を 4 類型にわけ、

国際比較を行う（左図）。具体的には、以下

の四点について、現時点での国別の現状、

および時系列的な発展・変化の様相がどの

ように異なるのかを明らかにした。 

 第一は、法令や学内規定などを用いて管

理職の範囲や呼称を整理したうえで、誰が

実際に学術管理職、経営管理職になってい

るのかを明らかにすることである。学術管

理職と経営管理職の兼職状況や、学術管理

職から経営管理職への移動などの相互関係

も含めた実態を明らかにすることにした。

これが、各国で実施した上級管理職への質

問調査の対象者を決定するために不可欠の

作業であったが、各国の上級管理職に相当

する職位を確認したところ、とりわけ米英

の大学においては、日本の大学の職位と比

して、きわめて多様な呼称,職位が存在し、

学長はともかく、副学長、部長に相当する

呼称や職位を同定する作業にかなりの時間

を要した。たとえば、米国では、日本の大

学には存在しない Provostが存在するが、

そ の 補 佐 と し て Associate Provost, 

Assistant Provostが存在する。また、日本

の副学長に相当する Vice Presidentには、

学術系と事務職系が存在し、さらには

Executive Vice President, 

Associate/Assistant Executive Vice 

President 、 Associate/Assistant Vice 

President が存在する。他方英国では、学

長に相当する職位は Vice Chancellorであ

り、日本の副学長に相当する職位として

Deput

y Vice 

Chanc

ellor

や

Pro-Vi

ce 

Chanc

ellorが存在し、さらに事務系の経営管理職

に は Registrar 、 Academic Registrar, 

Financial Director などが存在する。この

ことは、英米の大学では、上級管理職の機

能分化と専門職化が進展している証左であ

ろう。我が国でも、中教審等で、教員と経

営管理に当たるスタッフの役割分担の重要

性が指摘されているが、他方で、 Robert 
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Zemsky（２００５）が指摘するように、

経営スタッフの専門職化は人件費の高騰、

ひいては授業料の高騰につながる懸念があ

る。 

 第二は、彼らが意思決定・執行・評価の

各過程でどのような機能を担い、いかに協

働、あるいは役割分担をしているのかを明

らかにすることである。大学の教学経営・

改革と法人経営という区分がなされること

が多いが（清成 2010）、実際にはこの境界

はきわめて曖昧・複雑であり、とりわけ国

立大学ではそうである。学部学科の新設や

統廃合、学部横断型の教育プロジェクト、

研究重点領域の設定などの具体的事象に着

目し、業務や権限の分担、調整のための仕

組みを明らかにしていくために共通の質問

紙を用いて、日・米・英・独（墺）・韓国で

調査を行った。質問紙調査の結果を見る限

りでは、国にかかわらず、学術管理職と経

営管理職の主管事項には一定の共通性が確

認でき、両経営層に共通する主管事項であ

る長期的な戦略策定などを除けば、学術経

営層は、当然ではあるが、教育研究に関わ

る企画や意思決定に影響力を行使している

のに対して、経営管理職は、財務、総務と

いった間接部門に携わり、学術管理職と経

営管理職との間で役割分担がかなり明確に

確立されていることが明らかになった。た

だし、二つの上級管理職間での交流（キャ

リアパスの変更）は、日本ではほとんど見

られないのに対して、海外の大学では、経

営管理層には教員や学術管理職からのキャ

リア転換が少なからず見受けられた。この

点からも、日本を除く各国では、上級管理

職のキャリアパスの確立と専門職化、高度

化が進行していることが推測される。 

管理職と経営管理職の管理の仕方（付与

される権限の違い、求められる能力の違い、

育成・処遇・キャリアパス等の人事制度の

違いなど）と大学特性との関係を明らかに

することである。しかし、この点に関して

は、質問紙調査からは客観的な分析に耐え

うるだけの所属する組織の特性に関する十

分な情報が得られず、日本の国立大学、公

立大学、私立大学、各１校の事例調査にと

どまった。 

最後に、我が国の上級管理職の在り方を

考えるに当たって大きな示唆を得たことは、

職務を遂行する際に必要な能力や知識の習

得方法である。日本の上級管理職は、ほぼ

経験を通じて必要な知識や能力を獲得して

きたと回答している(OJT型)。具体的には、

評議員、部局長、副学長、理事などの職を

経ることを通じて、マネジメントに必要な

知識や能力を獲得してきたことになる。そ

れに対して、欧米では、大学や大学団体が

開催する研修会や大学院の研修プログラム

を通じて管理職として必要な知識や技能を

獲得してきたと回答した比率が高い(OffJT

型)。たとえば、インタビューを実施した香

港バプティスト大学の学務部長によれば、

香港の大学に国際公募によって採用される

までは米国のカリフォルニア州立大学に勤

務していたが、カリフォルニア州立大学で

は、将来の副学長、学長候補者を准教授ク

ラスから選抜し、他大学の副学長や学長の

もとで１年間シャドウイングさせたり、定

期的に研修会に参加させたりして、教員か

ら学術管理職へのキャリアパスを用意して

いた。また、本研究の海外研究協力者の一

人であった Robert Zemsky 教授が勤務す

るペンシルバニア大学教育学大学院では、

大学の上級管理職を養成する博士課程

(Executive Doctorate in Higher 

Education Management)が開設され、これ

まで数十名の修了生が輩出され、１０名に

上る修了生が既に学長として活躍するなど、

各大学の上級管理職として、研究とは何か

を理解した上で、活躍している。 

日本でも、数大学で大学経営の大学院プ



ログラムが開設されてはいるが、その価値

が十分に評価されていない。また、現職の

上級管理職を対象として研修会は、国大協

などが開催しているが、英国の Leadership 

Foundation のように、必ずしも体系的と

は言えない。今後、職階別・職域別の管理

職研修プログラムの確立が早急に望まれる。 
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